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道内景気は、低迷しているものの一部に持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、個人消費は、天候不順の影響から夏物商品の販売が低調に推移するなど

総じて弱い動きとなっている。住宅投資は、横ばい圏内の動きとなっている。公共投資は、

国からの発注工事などにより前年を上回っている。輸出は、米国や西欧向けなどが増加して

いる。

生産活動は、国内需要の回復から緩やかに持ち直している。雇用情勢は、有効求人倍率、

新規求人数ともに改善が続いている。企業倒産は、件数、負債総額ともに減少している。
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①個人消費～弱い動き

６月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．９％）は、７ヶ月連続で前年を下

回った。

百貨店（前年比▲１．７％）は、衣料品、飲

食料品、その他の品目が前年を下回った。

スーパー（同▲０．７％）は、飲食料品、身の

回り品が前年を上回ったが、衣料品、その他

の品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲０．８％）

は、３か月ぶりに前年を下回った。

②住宅投資～２ヶ月連続の減少

６月の新設住宅着工戸数は、３，２５７戸（前

年比▲１．６％）と２ヶ月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋７．３％）は

前年を上回ったが、持家（同▲９．６％）、分譲

（同▲２５．０％）は前年を下回った。

１～６月累計では、１４，４３０戸（前年同期比

▲１．４％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、貸家（同＋１２．５％）は増加

したが、持家（同▲５．６％）、分譲（同

▲２９．６％）は前年を下回った。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～生産は７ヶ月ぶりの低下

６月の鉱工業生産指数は、前月比＋０．１％

と３ヶ月ぶりに上昇したが、前年比は▲１．３％

と７ヶ月ぶりに低下した。

業種別では、前年に比べ電気機械工業や窯

業・土石製品工業などが上昇したが、一般機

械工業や食料品工業、パルプ・紙・紙加工品

工業などが低下した。

④公共投資～３ヶ月連続の増加

６月の公共工事請負金額は、９０５億円（前

年比＋２０．７％）と３ヶ月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋１０８．９％）、北海道

（同＋７．５％）、市町村（同＋１４．９％）いずれ

も前年を上回った。

１～６月累計では、請負金額４，２０４億円

（前年同期比▲２．１％）と前年を下回った。

⑤雇用情勢～持ち直しの動き

６月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．５１倍となり、前月比では０．０１ポイント、

前年比では０．１１ポイントそれぞれ上昇した。

前年比は２９ヶ月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１．９％の増加となり

２９ヶ月連続して前年を上回った。業種別で

は、医療、福祉（前年比＋１２．４％）やサービ

ス業（同＋１３．３％）、建設業（同＋１５．５％）な

どが増加した。

道内経済の動き
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（資料：�北海道観光振興機構）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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⑥来道客数～４ヶ月連続で前年を上回る

６月の来道客数は、１，０１１千人（前年比

＋１９．４％）と４ヶ月連続で前年を上回り、東

日本大震災前の水準に回復した。

１～６月累計では５，１１５千人（前年同期比

＋１６．１％）と前年を上回っている。

⑦貿易動向～輸出は２ヶ月ぶりの増加

６月の道内貿易額は、輸出が前年比２４．５％

増の２９５億円、輸入が同４．０％増の１，０４４億円

となった。

輸出は、石油製品や一般機械などが減少し

たが、自動車の部分品や化学製品などが増加

して２ヶ月ぶりに前年を上回った。

輸入は、石油製品や原油・粗油などが増加

して２ヶ月ぶりに前年を上回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

７月の企業倒産は、件数が３３件（前年比

▲２．９％）、負債総額が５９億円（同▲６０．９％）

となった。件数は３ヶ月ぶり、負債総額は２

ヶ月ぶりにそれぞれ前年を下回った。

業種別では、建設業１０件、卸売業７件、小

売業６件などとなった。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年９月号
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１．道内景気の現状判断

前年同時期に比べ、景気判断DI
（△１８、「回復している企業」－「悪化し
ている企業」）は４０ポイント上昇した。
震災の影響が薄れたことなどにより、景
況感は２年ぶりに改善した。

２．道内景気の回復時期

道内景気が回復する時期は、「今年
中」とみる企業（２９％）は３割弱にとど
まった。「来年中」（３４％）、「再来年以
降」（３７％）とみる企業があわせて７割強
となり、景気の先行き見通しには慎重感
が根強い。

３．懸念材料と対応策（複数回答）

景気先行きの懸念材料は「国内景気の
動向」（６８％）、「個人消費の動向」
（５６％）、「原油価格の動向」（５５％）の順
となった。経営上の対応策としては、
「経費削減」（７１％）を挙げる企業が突出
した。

４．雇用の現状と方針

雇用人員判断DI（マイナス１３、「過剰
企業」－「不足企業」）は前年より１９ポ
イント低下し、業況の回復に伴い人員の
不足感が強まっている。また、雇用方針
DIはプラス１２（「増員する企業」－「減
員する企業」）となり、多くの業種で人
員確保の動きが強い。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
道内景気の現状と先行きについて

判断時点
平成２４年７月上旬

本文中の略称
景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化し
ているとした企業の割合」
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する企業の割合」－「従業員を
減員する企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４６４ １００．０％
札幌市 ２００ ４１．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９９ ２１．３
道 南 ３５ ７．５ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６２ １３．４ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６８ １４．７ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１１ ４６４ ６５．３％
製 造 業 １８９ １１５ ６０．８
食 料 品 ６２ ３９ ６２．９
木 材 ・ 木 製 品 ３２ ２３ ７１．９
鉄鋼・金属製品・機械 ４８ ３４ ７０．８
そ の 他 の 製 造 業 ４７ １９ ４０．４
非 製 造 業 ５２２ ３４９ ６６．９
建 設 業 １３９ １０１ ７２．７
卸 売 業 ９５ ６５ ６８．４
小 売 業 １０４ ６３ ６０．６
運 輸 業 ５４ ３２ ５９．３
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３３ １９ ５７．６
その他の非製造業 ９７ ６９ ７１．１

特別調査

震災の影響薄れ、景況感は改善
道内景気の現状と先行きについて

調 査 要 項

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年９月号
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要 点

�現状判断 「横ばい状態」とみる企業（６２％）が６割を超える。DI（△１８）は前年より４０ポイント上
昇

�回復時期 「来年中」および「再来年以降」とみる企業があわせて７割強

道内景気の現状と先行きについて

〈図表１〉道内景気の現状
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�回復している １０ １１ １０ ９ ２１ － １０ ８ ８ １１ １２ ２６ ６

（急速に回復） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （１０）（１１）（１０）（９）（２１）（－）（１０）（８）（８）（１１）（１２）（２６）（６）

�横ばい状態 ６２ ６２ ５７ ７０ ５８ ６８ ６１ ６３ ５４ ６４ ６３ ５３ ７１

�悪化している ２８ ２７ ３３ ２１ ２１ ３２ ２９ ２９ ３８ ２５ ２５ ２１ ２３

（緩やかに悪化） （２６）（２６）（３３）（１７）（２１）（３２）（２６）（２８）（３２）（２５）（１９）（２１）（２０）

（急速に悪化） （２）（１）（－）（４）（－）（－）（３）（１）（６）（－）（６）（－）（３）

景気判断DI�－� △１８ △１６ △２３ △１２ ０ △３２ △１９ △２１ △３０ △１４ △１３ ５ △１７

前年同時期 景気判断DI △５８ △５５ △４８ △５０ △５４ △７２ △５９ △５０ △６８ △６２ △６６ △５７ △５７

〈図表２〉景気判断DIの推移

特別調査

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年９月号
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〈図表４〉景気先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

（項 目） 前年比 要 点

�国内景気の動向（６８％） ±０ 建設業（８１％）、卸売業（７２％）など非製造業（７０％）で高率

�個人消費の動向（５６％） △７ 小売業（７３％）、食料品製造業（６９％）、ホテル・旅館業（６８％）でウエイト大

�原油価格の動向（５５％） ＋６ 多くの業種で上昇。運輸業（７５％）では第１位

�公共投資の動向（５２％） △２ 建設業（８２％）、鉄鋼・金属製品・機械製造業（７１％）で高率

�原発事故の影響（３３％） △３０ 全業種で大幅低下するも、食料品製造業（４４％）で４割台半ば

景気先行きの懸念材料

〈図表３〉道内景気の回復時期
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�平成２４年 ２９ ４２ ３５ ５０ ５５ ２０ ２５ ２０ ３０ ３４ ２０ ５０ １５

（６月以前） （１０）（１１）（１０）（９）（２１）（－）（１０）（８）（８）（１１）（１２）（２６）（６）

（７～９月） （６）（１０）（７）（１８）（９）（７）（４）（２）（９）（６）（－）（１２）（３）

（１０～１２月） （１３）（２１）（１８）（２３）（２５）（１３）（１１）（１０）（１３）（１７）（８）（１２）（６）

�平成２５年 ３４ ３１ ２７ ３５ ３２ ３３ ３５ ３７ ４１ ２９ ３７ ２８ ３３

（１～３月） （５）（４）（５）（－）（３）（７）（５）（４）（７）（５）（４）（－）（７）

（４～６月） （２０）（１７）（１４）（２５）（１５）（１９）（２１）（２５）（１８）（１９）（２７）（１７）（１６）

（７～９月） （７）（６）（５）（５）（７）（７）（７）（８）（１４）（２）（３）（１１）（７）

（１０～１２月） （２）（４）（３）（５）（７）（－）（２）（－）（２）（３）（３）（－）（３）

	平成２６年１月以降 ３７ ２７ ３８ １５ １３ ４７ ４０ ４３ ２９ ３７ ４３ ２２ ５２

〈図表５〉景気先行きの懸念材料 推移（上位５項目）
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〈図表６〉景気先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�国内景気の動向
①
６８
（６８）

②
５９
（６９）

③
５９
（７４）

②
５７
（５５）

②
５６
（７２）

②
６７
（６８）

①
７０
（６８）

②
８１
（６９）

①
７２
（６７）

③
６０
（６２）

②
６９
（８０）

②
６３
（６２）

①
６５
（６９）

�個人消費の動向
②
５６
（６３）

③
５１
（６４）

①
６９
（７７）

③
４４
（６４）

２９
（３６）

③
６１
（８８）

②
５７
（６２）

③
４７
（５５）

②
６３
（６７）

①
７３
（７５）

③
６６
（５７）

①
６８
（７６）

４５
（５０）

�原油価格の動向
③
５５
（４９）

①
６０
（５５）

②
６７
（７４）

３９
（２７）

②
５６
（４４）

①
７８
（６８）

③
５４
（４７）

４１
（３９）

③
４８
（４４）

②
６２
（４８）

①
７５
（８０）

③
５８
（３８）

②
５９
（４６）

�公共投資の動向
④
５２
（５４）

④
４５
（５０）

２３
（２３）

３９
（５９）

①
７１
（６９）

５０
（５２）

③
５４
（５５）

①
８２
（７７）

４５
（５１）

４０
（４４）

４４
（５４）

１６
（１９）

③
５１
（４６）

�原発事故の影響
⑤
３３
（６３）

⑤
３５
（６３）

４４
（６９）

２２
（６８）

２９
（５０）

４４
（６８）

⑤
３３
（６３）

３３
（６５）

３１
（６１）

３７
（５９）

１６
（５４）

３７
（７６）

３６
（６５）

�低価格化の強まり ３０
（２７）

３１
（２３）

３６
（４０）

３０
（９）

１２
（１４）

５６
（２４）

３０
（２８）

２９
（３２）

４０
（３０）

３０
（２３）

２２
（１７）

５３
（４３）

１９
（２４）

�政局の動向 ２８
（２１）

２４
（１８）

２１
（１１）

２２
（２７）

２１
（１４）

３９
（２４）

２９
（２２）

２９
（２６）

４２
（２６）

２４
（１７）

１６
（１４）

３７
（２４）

２６
（１９）

	欧米経済の動向※ ２３ ２５ ２８ ３９ １８ １７ ２２ ２１ ２２ １９ １３ １６ ３３


TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向 ２２

（１７）
２０
（２０）

２３
（２９）

１３
（９）

１８
（１４）

２８
（２４）

２３
（１６）

２２
（１２）

２９
（２３）

２１
（１２）

２５
（２３）

２１
（１９）

１９
（１５）

�為替の動向 ２１
（１４）

３３
（２０）

２８
（３１）

４８
（１４）

３２
（１１）

２２
（２４）

１８
（１２）

１４
（１２）

２３
（１８）

１６
（１６）

１９
（６）

２６
（１０）

１７
（６）

�雇用の動向 ２１
（２３）

１８
（３０）

２６
（２９）

１３
（４１）

１２
（１７）

１７
（４０）

２２
（２１）

２０
（１８）

２２
（２１）

２７
（２５）

２２
（１４）

２１
（１４）

２２
（２８）


株価の動向 １９
（１０）

１３
（１３）

５
（１４）

２２
（１４）

１５
（８）

１７
（１６）

２０
（９）

２４
（１３）

２３
（５）

１９
（１０）

９
（－）

１１
（１０）

２２
（９）

�物価の動向 １７
（２０）

１６
（２３）

２８
（３１）

－
（１４）

９
（８）

２２
（４０）

１７
（１９）

１７
（２０）

１９
（１８）

２５
（２５）

－
（１４）

２１
（１０）

１３
（１５）

�住宅投資の動向 １５
（２２）

１９
（２６）

－
（－）

①
６５
（７７）

１２
（２２）

１７
（２４）

１４
（２０）

２８
（３１）

１５
（２３）

５
（１９）

１３
（１１）

－
（５）

６
（７）

�設備投資の動向 １５
（１８）

１５
（２０）

３
（９）

１３
（９）

２９
（３９）

１７
（２０）

１５
（１８）

２４
（３３）

１４
（１８）

１４
（７）

６
（１４）

１１
（１０）

１０
（７）

�中国経済の動向 １４
（１５）

１８
（１７）

１５
（１７）

１３
（１８）

１８
（１４）

２８
（２０）

１３
（１５）

１５
（１５）

１７
（１６）

６
（１７）

９
（１１）

１１
（５）

１５
（１５）

�金融機関の融資姿勢 １３
（１８）

１５
（２１）

１８
（２３）

－
（１８）

１２
（２５）

３３
（１６）

１２
（１７）

１７
（２１）

１７
（２１）

３
（９）

１６
（１４）

２１
（２４）

６
（１５）

�金利の動向 ８
（６）

７
（９）

３
（６）

－
（－）

６
（１１）

２８
（１６）

８
（５）

１３
（１０）

９
（２）

６
（４）

－
（－）

１１
（５）

４
（６）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査、※は前年調査項目なし
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３ 経営上の対応策

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�経費節減
①
７１
（７９）

①
６８
（７６）

①
６８
（８３）

①
５２
（７１）

①
７７
（７７）

①
６８
（６８）

①
７２
（７９）

①
７１
（７７）

①
６９
（７３）

①
７８
（７８）

①
６３
（９１）

①
９４
（９０）

①
６８
（８２）

�仕入・販売先の見直し
②
３６
（３１）

②
３６
（２８）

③
３２
（３１）

②
３５
（２４）

②
２９
（２６）

②
５８
（２８）

②
３６
（３２）

③
３３
（２７）

②
４５
（４５）

②
４３
（４１）

③
２５
（２７）

②
４７
（３０）

２７
（２２）

�生産・営業体制の拡大
③
３４
（２３）

③
３３
（２４）

②
４２
（３４）

③
２２
（３３）

２１
（１１）

③
４７
（２０）

③
３５
（２３）

②
３５
（２９）

③
３１
（２４）

③
２８
（１５）

②
４４
（２４）

③
２９
（－）

②
４０
（２８）

�賃金抑制
④
１７
（２３）

１７
（２２）

１１
（２３）

１７
（２９）

③
２４
（１７）

１６
（２４）

１７
（２３）

２１
（２８）

１７
（２１）

１０
（２４）

１６
（２１）

③
２９
（３０）

１３
（１７）

�人員増強
⑤
１６
（８）

１４
（７）

１８
（９）

４
（１０）

１５
（６）

１６
（４）

１７
（８）

１６
（１１）

１４
（７）

１２
（６）

１９
（６）

６
（－）

③
２８
（９）

�設備投資の抑制・先送り
⑤
１６
（１９）

１８
（２１）

１６
（１７）

１３
（２４）

１２
（１７）

３７
（２８）

１５
（１９）

２２
（２２）

８
（１３）

１０
（１５）

２２
（２１）

③
２９
（３５）

１０
（１７）

�不採算部門の縮小・廃止 １５
（１８）

１０
（１３）

８
（９）

１７
（１９）

３
（９）

１６
（２０）

１６
（１９）

１７
（１５）

１４
（１９）

１７
（２１）

２２
（３２）

６
（１０）

１６
（２０）

	新規事業への参入 １３
（１４）

１６
（１１）

１３
（３）

９
（５）

１８
（１７）

２６
（２０）

１３
（１５）

１１
（１２）

１６
（１１）

１５
（１６）

－
（３）

－
（１０）

１９
（３２）


設備投資の実施 １３
（９）

１４
（１１）

２４
（１７）

１７
（１０）

６
（１１）

５
（４）

１２
（８）

８
（７）

８
（８）

１８
（９）

１６
（９）

１２
（５）

１６
（１１）

�他社との連携 １１
（１３）

９
（１１）

８
（９）

１７
（１４）

６
（９）

５
（１６）

１２
（１３）

１３
（１７）

９
（８）

７
（７）

１６
（１８）

１２
（－）

１６
（２０）

�人員削減 １０
（１５）

８
（１６）

８
（３）

－
（２４）

１５
（２０）

５
（２０）

１１
（１５）

１１
（１５）

１１
（１３）

１７
（１３）

３
（３）

１２
（３０）

９
（１９）


生産・営業体制の縮小 ３
（６）

５
（９）

３
（９）

４
（－）

９
（６）

５
（２０）

２
（６）

３
（９）

－
（３）

－
（３）

９
（３）

－
（１０）

３
（６）

�特に対応策をとっていな
い ２

（３）
４
（２）

３
（３）

９
（－）

３
（３）

５
（－）

２
（４）

３
（４）

３
（７）

２
（２）

－
（－）

－
（１０）

－
（４）

�その他 ２
（２）

４
（４）

３
（－）

９
（５）

３
（６）

－
（８）

２
（２）

１
（１）

３
（２）

２
（２）

－
（３）

－
（－）

２
（２）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査

〈図表７〉経営上の対応策（上位項目）の要点

（項 目） 前年比 要 点

�経費節減（７１％） △８ 多くの業種で低下したものの、全業種でウエイト高い

�仕入・販売先の見直し
（３６％） ＋５ ホテル・旅館業（４７％）、卸売業（４５％）で比較的高率

�生産・営業体制の拡大
（３４％） ＋１１ 木材・木製品を除く９業種で上昇

�賃金抑制（１７％） △６ ホテル・旅館業（２９％）で比較的ウエイト大

�人員増強（１６％） ＋８ 多くの業種で上昇。運輸業（１９％）では１３ポイント上昇

〈図表８〉経営上の対応策
（単位：％）
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４

５

２４年度の設備投資について

雇用について

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

実施する（実施した） ３８ ４０ ４７ ３９ ３０ ４７ ３７ ２１ ２５ ４５ ６９ ３７ ５２

実施しない ３０ ２６ １３ ４４ ３２ １６ ３１ ４３ ４２ １２ １２ ４４ ２５

現在のところ、未定 ３２ ３４ ４０ １７ ３８ ３７ ３２ ３６ ３３ ４３ １９ １９ ２３

前年同時期実施企業 ３２ ３２ ４０ ２７ ２５ ３６ ３２ １７ ２３ ２９ ５９ ３３ ５５

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

前年度に比べ増額する ４４ ４３ ５０ ５６ ３０ ３３ ４５ ６２ ５０ ４２ ３８ ５０ ３５

同規模とする ３９ ３５ ２８ ４４ ３０ ４５ ４０ ３３ ３７ ３９ ３３ ５０ ５０

減額する １７ ２２ ２２ － ４０ ２２ １５ ５ １３ １９ ２９ － １５

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�多い １０ １１ ３ ２２ １０ １８ ９ ９ １２ １５ － － ９

�適正 ６７ ６７ ６８ ６９ ６７ ５８ ６８ ６７ ７６ ７０ ５９ ６９ ６０

�不足 ２３ ２２ ２９ ９ ２３ ２４ ２３ ２４ １２ １５ ４１ ３１ ３１

雇用人員判断DI�－� △１３ △１１ △２６ １３ △１３ △６ △１４ △１５ ０ ０ △４１ △３１ △２２

前年同時期DI ６ ３ △２ ４ △８ ２８ ８ ６ １６ ６ △６ ９ ９

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�増加する ２４ ２５ ３４ ９ ３０ １６ ２３ ２４ １６ ２８ ２２ １２ ３１

�変わらない ６４ ５９ ５８ ６９ ５８ ５２ ６７ ６９ ７０ ６０ ７２ ８２ ５６

�減少する １２ １６ ８ ２２ １２ ３２ １０ ７ １４ １２ ６ ６ １３

雇用方針DI�－� １２ ９ ２６ △１３ １８ △１６ １３ １７ ２ １６ １６ ６ １８

前年同時期DI △２ ２ △２ ０ １１ ０ △５ △３ △２ １ △３ △２８ △７

〈図表９‐１〉設備投資について～実施企業（３８％）は前年より６ポイント上昇
（単位：％）

〈図表９‐２〉設備投資増減見通し（実施企業３８％、１７６社）～「増額する」企業（４４％）と「同規模とする」企業（３９％）が合わせて８割を超える
（単位：％）

〈図表１０‐１〉雇用の現状～「運輸業」（△４１）、「ホテル・旅館業」（△３１）などで不足感が強い
（単位：％）

〈図表１０‐２〉今後１年間の従業員の増減見通し～雇用方針DI（プラス１２）は前年比１４ポイント上昇。多くの業種で人員確保の動き強まる
（単位：％）

特別調査

― ９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年９月号
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道内企業は、景況について依然として厳しい見方をしています。しかし震災直後の前年調

査に比べると、かなり明るさが見られます。ただ道内景気の回復時期については慎重感が根

強く、企業からは消費税増税や人口減少に伴う需要低迷などが懸念材料として挙げられてい

ます。このような中、一部の企業は設備更新や新たな市場への参入など、生産・営業体制の

拡大につながる前向きな方針を立てています。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

１．道内景気の現状と先行きについて

＜水産加工業＞ 今後、消費税増税や電気料

金の上昇が予想される。そうなれば消費が冷

え込むため先行きは暗い。

＜飲料製造業＞ 販売価格が下がり続ける一

方、資材や燃油の価格は高騰し、利益が低下

する。安心・安全な商品に適切な価格がある

という事を忘れ、あらゆるものに低価格を求

めすぎているのではないか。

＜食品製造業＞ 電気料金が上昇すれば個人

消費に影響する。さらに低価格化による企業

収益悪化から賃金への影響も懸念され、先行

きの不安材料となる。

＜木製品製造業＞ 少子高齢化で住宅投資需

要の増加は見込めない。同業者の倒産、廃業

が相変わらず続いている。

＜金属製品製造業＞ 最も懸念しているのは

政局の動向である。消費税増税や株価の動き

など、経営環境の厳しさが増す可能性があ

る。

＜印刷業＞ 取引先の広告宣伝費が削減され

ている。代替商品の販売強化ではカバーしき

れないため、新事業などを模索する。

＜建設業＞ 復興工事を受注できるのは東北

に拠点を持つ企業や大手ゼネコンに限られて

おり、北海道全体の景気上昇には大きく関連

していないと思われる。

＜住宅建設＞ 以前は親が建てた家に住みた

がらない人が多くいたが、最近ではリフォー

ムまたは二世帯住宅が増加するなど変化が出

ている。

＜建材卸売業＞ 住宅エコポイントが再度始

まったが、消費者の反応はいまひとつで売上

増加につながらない。

＜建材卸売業＞ 工事案件は増加したもの

の、地方業者の参入も増えた。競争激化によ

る工事単価の引き下げが多く、厳しい経済環

境は今後も続く。

経営のポイント

生産・営業体制の拡大に意欲
〈企業の生の声〉

― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年９月号
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＜作業用品店＞ 昔は一部の企業が作った物

を模倣すれば利益を上げられたが、今は全て

の企業が新たなモノやサービスを生み出すこ

とに挑戦しなければならない。人口減少によ

りパイが縮小するなら、それを奪い合うので

はなく新たなパイを次々と焼くことが大事

だ。

＜飲食店＞ 地域から大手企業の営業所など

が撤退・縮小し、社員数が減少している。

＜廃棄物処理業＞ 道内の景気低迷や人口減

少により本州企業の撤退が進んでいる。この

ため廃棄物量が減少し、過当競争につなが

る。

２．経営上の対応策、設備投資、雇用につい

て

＜食品製造業＞ 設備投資は必要最低限とし

ているが、外注削減と品質向上につながるも

のは取り組みたい。

＜製菓業＞ 消費税が上がると、納品先が増

税分の負担を求めてくることは明白だ。対応

策はブランド力を育成して高くても売れる商

品を作ることだが、一朝一夕にできることで

はない。

＜製材業＞ 製材設備の全面更新を計画して

いる。本社工場を１つに集約するが、生産量

と雇用は維持する。復興需要の取り込みも視

野に入れる。

＜木製建具製造業＞ 住宅需要は減少傾向に

あるものの、高級仕様のこだわりの住宅を建

てたいというニーズはあるので、１０年以上前

から体制を整えてきた。今後も差別化を図

り、生き残りたい。

＜家具製造＞ 低価格の輸入品と高価格品の

二極化が進んでいる。国内メーカーとして、

富裕層をターゲットに小売直販体制を強化す

る。

＜金属製品製造業＞ 自然エネルギー関連分

野への参入を検討している。ただしこの分野

は世界中が注目しているため競争が激しく、

製品サイクルも速いと思われる。いかにして

付加価値を高めるかが課題だ。

＜印刷業＞ 生産効率アップと消費電力抑制

を図るため、設備更新を行う。

＜内装工事業＞ 若手技術者の積極的な雇用

と福利厚生施設の整備を進めたい。社員寮建

設、ホームページのリニューアル、内部統制

の再構築などを検討している。

＜建設業＞ 組織力の向上により、スピード

感のある業務体制を作る。官庁工事受注に対

応できる人材が不足している。

＜建設業＞ コンプライアンスの徹底と、企

業の社会的責任に関する取り組みを進める。

技術提案力と価格競争力を強化し、経営環境

の変化に柔軟かつ迅速に対応したい。

経営のポイント

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年９月号
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＜屋根板金工事業＞ 震災の影響により本州

での職人単価が上昇したため外注先が出稼ぎ

に行き、道内で職人が確保しにくい。

＜靴卸売業＞ シニア層をターゲットにした

高機能商品の開発に全力を挙げ、価格競争に

巻き込まれない営業をする。

＜酒類卸売業＞ 配送員の定着が悪く慢性的

に不足している。きつい職種は敬遠される。

＜食材卸売業＞ 設備の老朽化に伴いコスト

負担が大きくなっている。また、従業員の年

齢構成改善のため継続的な雇用が必要な中、

女性を活用できる体制づくりが不可欠だ。

＜穀類卸売業＞ 農業関連政策の方向性を見

極めることは困難だ。このような状況では積

極的な設備投資は難しい。

＜農産物卸売業＞ 厳しい環境の時こそ、基

本に忠実な経営をしたい。幸いにして取引先

からの代金回収は滞ったことがないので、さ

らにコミュニケーションに努めたい。

＜鋼材卸売業＞ 倉庫が古くなっているため

設備投資をしたいが、先行きが不安定なので

様子を見ている。状況次第では賃貸もあり得

る。

＜メガネ店＞ 国内での競合が激しいことや

市場規模に限界があることなどから、中国で

の営業活動を検討している。

＜総合スーパー＞ 地元の人口減少に伴い近

隣都市への出店が不可欠だが、借入のタイミ

ングや金利が気になる。また既存店舗は、コ

スト削減と地域住民のニーズに合った品揃え

が必要だ。

＜運送業＞ 地方では労働人口の減少と高齢

化が懸念され、今後ますますドライバーの人

員確保が難しくなると思われる。

＜観光ホテル＞ 雇用を抑制したため部屋食

への対応が出来ず、低単価の団体受入れを余

儀なくされている。

＜廃棄物処理業＞ 廃棄物量が縮小する中、

リサイクル事業を強化すべく開発部門の人材

強化と設備投資が必要だ。ただし、収益が出

る確約のない先行投資となるため、投資額に

制約が出る。慎重さと大胆さの判断が難し

い。

＜建設機械器具リース＞ 人口減少問題には

敏感になっている。新築からリフォームへ、

という住宅メーカーの流れに対応すべく、営

業所間での情報共有化を促進している。

経営のポイント

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年９月号
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― １３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年９月号

１．裾野を広げる産学連携

私が北海道大学産学連携本部の立場から調査レポートに寄稿するのは、今回が３回目です。最

初は２００９年５月号に「進化する道内大学の産学官連携」を、２回目は２０１１年４月号に「北海道大

学の地域産学連携」を寄稿しました。本稿は、その続きですが、この３年という短い期間でも

「産学連携」の在り方は変わってきました。

ここ１５年程で「産学連携」という用語は、世間一般に広がりました。最近の新聞には「産学連

携」「産学官連携」が頻繁に登場し、「産学官金連携」（産業界＋大学＋官庁＋金融機関）なる用語

まで使われ始めました。

私は昭和５２年に銀行に入行しましたが、その頃は「産学官金連携」が実現するとは、全く想像

できませんでした。しかし、今から２５年程前、在職していた銀行が現在では一般的になった「大

学発ベンチャー」に関わったことがありました。私は、隣から様子を見るくらいの立場でした

が、思い出してみると、現在の「産学官金連携」のモデルケースといえるような事業でした。事

業化研究の進展が無かったのか、ビジネスモデルが不備だったのか、あるいは時代を先取りしす

ぎたのか、残念ながら事業は失敗しましたが、私が「産学連携」を知った、最初の機会でした。

私は、「産学連携」とは「産業界や地域の課題解決に大学が協力すること」と考えています。

そうであれば、産学連携は大学が誕生した頃から自然発生的に、あるいは意図的に当然の様に行

われてきました。例えば、北大は１８７６年に札幌農学校として開校しましたが、開校から現在に至

るまで、「実学の重視」を基本理念の一つに据えてきました。北大のホームページにはこのこと

について、以下のとおり記載しています。

「…即ち現実世界と一体となった普遍的学問の創造としての研究と、基礎研究のみならず応用

や実用化を重んじ研究成果の社会還元を重視するという意味である。北海道の広大な自然の中で

行なわれた宮部金吾の植物の研究や中谷宇吉郎による雪の研究等は、身近な現象を芽として普遍

的真理を創造した研究の精華であったし、北海道大学における研究の中には、北海道の産業とと

もに発展したものが少なくない…」

私は１０年程前に、札幌市内のJR苗穂駅近くの機械製作所を訪問したことがあります。当時、

銀行から出向していた北海道TLO�（大学の研究成果を企業での事業化に結びつける機関・産学
連携を推進する機関）の会員への入会勧誘が目的でした。北海道TLO�について、大学と企業の
仲介を行う機関と説明したところ、そこの社長から、「自分たちは何十年も前から北大工学部の

協力を得て技術開発を行ってきており、それが中小企業である自分たちの技術や製品の優位性に

つながっている。他の企業が産学連携に目を向けると、自分たちの優位性がなくなってしまう」

と言われました。勿論、産学連携の難しさを熟知している社長の言葉で多分に逆説的ですが、特

定の企業にとっては何十年も前から産学連携による技術開発は当たり前の選択肢の一つであった

ことがうかがえます。

また、昨年、石狩市の老舗鉄工所を訪問しましたが、３代目の若い社長から、「何十年も前に

経営のアドバイス

産学連携の留意点と新事業創出のヒントの探し方
北海道大学産学連携本部・特任准教授

知的財産部門長兼技術移転室長 末富 弘
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経営のアドバイス

― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年９月号

は北大工学部の教授から指導を受けており、電話で技術的な課題を解決するヒントをもらったこ

ともある」と言われました。当時から、形式にとらわれない、実効性のある産学連携が行われ、

地元企業の課題解決に役立っていたわけです。

私は、最近の産学連携はシステム作りに偏っているように思います。勿論、しっかりとしたシ

ステムができれば、産業界のニーズの把握や大学の技術シーズの提供が無駄なく行われ、産学連

携が進展する可能性が大きくなりますが、残念ながら私にはそのように上手く回っているとは感

じられません。やはりそのシステムを動かす人の能力や意識が重要で、それがなければシステム

自体が不稼働資産になってしまいます。前述した北大工学部と地域企業の関係のように、しっか

りとした人間関係の構築の重要性を見直す必要があるのではないでしょうか。

産学連携という言葉が一般的になった１５年程前には、バブル経済の時期に欧米に後れをとった

産業分野で大学の先端的な研究成果を活用し、国際的に優位性のある先端産業を創出・育成する

ことによって、かつての技術立国を復活させることを目指していました。勿論、それは今でも変

わりはなく産学連携の大きな狙いでありますが、産学連携の全てではなく一部であることも事実

です。

最近では地域の知の拠点として、地域の大学による地域貢献を求める声が大きくなってきまし

た。地域貢献にもいくつかの側面があります。大学の研究成果を地域の企業が事業化し、地域経

済の活性化につなげるのが一つです。この場合にも大学の研究成果の企業への技術移転（狭義で

は大学の研究成果を特許化し、その特許を企業が使用する。広義では狭義の技術移転につなげる

ための共同研究や事業化プロジェクトの組成を含む）と、企業からの技術相談に応じて大学が課

題を解決する場合があります。

事業化への時間や資金・人材面での負担を考慮すれば、中小企業においては技術相談への対応

の割合が大きくなってくるでしょうが、後ほど述べるように狭義の技術移転で成功する場合が無

いわけではありません。技術相談の場合は、大学よりもむしろ北海道立総合研究機構をはじめと

した公設試験研究機関が相談相手としてはふさわしい場合が多く、例えば北大で技術相談を受け

た場合でも、ワンストップ窓口として実効性のある対応を行うためには、各大学や公設試験研究

機関との連携が極めて重要になってきます。そのために、道内４大学や道内４工業高等専門学

校、北海道立総合研究機構、ノーステック財団、北洋銀行等と連携協定を締結しています。

地域貢献のもう一つの側面は、まちづくり支援です。地域には高齢化や基幹産業の衰退等様々

な課題があります。また生涯学習の推進や、地域を担う人材の育成が必要です。小・中・高生に

対し、大学の先端的・専門的な知を提供し、学問に対する意識を向上させることも重要です。技

術移転が大学の理系の研究成果を活用するのに比べ、まちづくり支援は大学の文系の研究成果の

活用が重要です。大学の教員や学生が地域の自治体や住民とともに課題の解決に当たり、地域の

将来像（計画）の策定に積極的にかかわる事が求められています。このような取り組みは北大を

含め、すでに道内の大学でも行っていますが、さらに組織的で広範な活動が必要になってくるで

しょう。

大学の研究成果の技術移転（共同研究等を含む広義）に関して、日本を代表する大手メーカー
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と地域の中小企業を同列に語ることは、全く意味がありません。産学連携に取り組む条件が、あ

まりにも異なるからです。また、大学はあくまでも技術移転を行うのであり、事業化については

企業の自己責任で考えなければなりません。上手くいった場合も、失敗した場合も、その結果は

企業自身にふりかかってくるからです。

本稿は、地域の中小企業が産学官連携から新事業のヒントを得るきっかけになることを意図し

ています。また、私自身は大学に所属する人間でありますが、地域金融機関での経験や技術移転

機関（TLO）での経験を踏まえて意見をまとめました。この点で、一般的な大学人の立場からは

少し踏み込んだ内容になっているかもしれません。

２．産学連携に取り組む場合の留意点

（１）主体は企業

Ａ．産学連携の成果を活用するかどうかは、最終的には事業化する企業が判断することで

す。資金や人材が不足しがちな中小企業に対し、大学や官庁が企業の事業化を側面支援す

ることは必要ですが、産学連携で思うような結果が出ず事業化できないような場合、その

影響は企業が被ることになります。

私も、これまで産学連携に熱心に取り組んできた企業が、残念ながら予定した事業化に

至らず倒産してきた事例をいくつか見てきました。そこで私が最大の問題と感じたのは、

企業経営者が、大学の先端的な研究成果は直ちに製品化に結び付くと誤解したことです。

大学の研究成果は最先端の技術や製品につながる可能性がありますが、先端的であればあ

るほど、事業化するためには、たくさんのハードルを越えなければなりません。

そのためには、研究開発のための長い時間と多大な資金・人材面での負担が必要です。

研究開発の経験が豊富で資金・人材を有する大手メーカーであれば当たり前の手順として

理解し対応できますが、中小企業の対応にはいろいろな面で限界があります。

改めて申し上げますが、産学連携に期待するのは間違いではありません。しかし、誤解

により過度な期待を持って企業体力以上の投資等を行うことは、企業の存続に関わりま

す。また、企業が誤解するような大学側の対応がもしあるのであれば、慎まなければなり

ません。

Ｂ．それでは、中小企業は産学連携に関わることはできないのでしょうか。勿論、そんな事

はありません。中小企業が産学連携により新分野進出に成功した事例は、たくさんありま

す。そして、その成功の裏には、経営者のしっかりとした経営判断が感じられます。

産学連携で最もポピュラーなのは、大学と企業の共同研究でしょう。北大でも年間５００

件弱の共同研究を行っています。共同研究から事業化につながる事例も決して少なくない

ですし、大学と企業の距離が近くなり、学生の就職に結びつく場合もあります。もし、特

定の大学の卒業生を採用したいのなら、まずその大学と共同研究を行うことをおすすめし

ます。教員や学生に自社の社風や技術を知ってもらうとともに、学生との接点作りにもな

るメリットがあります。
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しかし、共同研究は資金、人材の両面で中小企業にとって負担は大きいでしょう。その

場合は、開放特許の活用があります。

日本の大手メーカーは膨大な数の特許を保有していますが、自社で使用しない特許につ

いては中小企業に開放する動きが出てきています。地方自治体と大手メーカーが協力し

て、大手メーカーが保有する特許の中小企業への技術移転の商談会を実施し、実際に技術

移転につながった事例も現れ始めました。この方式であれば、中小企業は研究開発（特に

基礎研究）の資金的、人的負担が無く、新事業の創出につなげることができます。また、

自ら研究開発に関わったものではないので、冷静に事業化可能性を判断することができる

のではないでしょうか。

大学の特許も同様です。北大には１，５００件あまりの特許及び特許を受ける権利（特許

等）があります。また、道内の他大学や公設試験研究機関にも同様に多数の特許等が眠っ

ています。このような、特許等の活用も検討されてはいかがでしょうか。なお、最近、道

内企業ではありませんが、北大で中小企業への開放特許の技術移転の好事例がありました

ので、以下のとおり紹介します。

企業 ・関東地区の中小企業Ａ社

・業種は光学製品の製造・販売（販売が主体）

・１９８２年設立 資本金２，０００万円 従業員２０名 売上高 約６億円

新製品・「簡単・安価に高画質の顕微鏡画像が取得できるシステム」

・光学顕微鏡に組み込み販売するが、既存の光学顕微鏡への装着も可能。

・国内のみならず、海外での需要も見込む

新製品売上高

・平成２４年度は３億円見込み（海外展開後は増加見込み）

・今後のＡ社の新規中核事業として期待

大学との接点

・北大のプロジェクトに参加（中核企業ではない）し、発明者の教員と接点有り

・この教員との会話の中でこの特許の存在を知り、社長が関心をもって製品化に着手し

成功

・基礎研究の段階ではＡ社は全く関与しておらず、共同研究も無し（基礎研究段階では

資金・人的負担はゼロ）

成功のポイント

・中核企業ではないが、北大のプロジェクトに参加することで、教員との接点があっ

た。

・自社が扱う光学製品に使える技術であった。Ａ社にとっては新分野進出ではあるが、

ユーザーのニーズはしっかりととらえており、かつ周辺の情報も収集し成功の確信が

あった。
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・販売主体ではあるが、特注製品の製造等を行い、自社製造が可能であった。

・海外とのネットワークを有し、海外展開が可能であった。

（２）大学とのつきあい方

Ａ．明確な目的意識を持つことが重要です。新分野進出を狙うのであれば、自社の資金力、

技術力、設備等を総合的に考え、何を行いたいのかあるいは何を行わなければならないの

か、はっきりさせなければなりません。大学に対し求めること（共同研究の推進、特許の

活用、各種分析、開放機器の活用等）を明確にしなければ、大学としての対応も中途半端

になる可能性があり、中小企業、大学双方にとって消化不良になってしまいます。大学に

対し「何をやったらよいでしょうか？何をお願いしたらよいでしょうか？」では、最初か

ら産学連携に関わらないほうがよいでしょう。

Ｂ．私もそうでしたが、企業が大学と初めてつきあう場合は、大学に対し構えてしまうでし

ょう。ほとんどの企業が、「こんな相談をして良いのか」「こんなことを言ったら馬鹿にさ

れるのではないか」と思うようです。大学はよく「敷居が低くなりました」と言っていま

すが、半分は事実で、半分は事実ではありません。事実の部分は、各大学が産学連携の窓

口を整備し、民間企業出身の相談員を置くところが多くなったことで、以前の硬直的な対

応は陰を潜め、わかりやすく親切な対応ができるようになりました。私が産学連携の世界

に足を踏み入れた１２年前から比べると、大変な進歩です。

一方、事実でない部分は、「敷居が低くなった」ことが世間に十分に知られていないこ

とです。これは、明らかに大学のサボタージュです。大学は反省し、しっかりとわかりや

すく情報発信しなければなりません。

話が少しそれましたが、関心のある研究があれば、まず各大学の産学連携部門に問い合

わせてください。新聞等で研究成果を知り、直接教員に接触する企業が散見されますが、

これでは教員の負担が大きくなり、結果的にスムーズに進まない可能性があります。共同

研究や技術移転に進むのならばいずれ産学連携部門が関わってきます。そうであれば、最

初から産学連携部門に相談する方が、余計な手間も時間もかかりませんし、何よりも企業

にとって精神的に楽なのではないでしょうか。

３．産学連携にある新事業創出のヒント

新事業創出に活用する場合は、まず、各大学や公設試験研究機関の研究成果を知ることが

必要です。先ほど技術移転の好事例にあげた企業は、中核企業としてではありませんが大学

のプロジェクトに参加して研究成果をよく理解し、かつ発明した教員と詳細な話しをするこ

とができました。これが成功の大きな原因ですが、大学のプロジェクトに参加していない企

業にはこのようなきっかけはありません。それでは、どうするか。以下にその方法を例示し

ますので、参考にしていただければ幸いです。
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（１）展示会

北洋銀行の「ものづくりテクノフェア」や「ビジネスEXPO」等では、各大学がブース

を設けて研究成果を発表しています。発明した教員が来ることもあり、その場合は教員か

ら直接、研究成果について説明を受けることができます。教員自身の説明が最もわかりや

すいのは、論を待ちません。なお、教員は発明の活用分野を探していることも多く、実際

に事業を行っている企業からのアドバイスを求めています。企業・大学双方に、メリット

のある機会と言えるでしょう。

また、産学連携部門担当者が常駐していますので、共同研究や技術移転等の産学連携の

具体的な方法について説明してくれます。セミナーの開催予定については、北海道経済産

業局やノーステック財団等のホームページを見れば、おおよそは把握することができます。

（２）メールマガジン「北海道広域TLO通信」

手前味�になりますが、北大と北見工業大学、酪農学園大学、室蘭工業大学、公立はこ
だて未来大学の一押しの研究成果や研究者情報を毎月無料で配信しています。お申し込み

は北大のホームページから産学連携本部に入り、「北海道広域TLO通信」のところで簡単

にできます。関心のある研究成果があれば、そこから各大学の産学連携部門に直接、メー

ルで連絡することができます。産学連携に関心のある企業には、おすすめです。おかげさ

まで現在の登録数は６００先を超え、「北海道広域TLO通信」から大学のホームページへのア

クセス（「北海道広域TLO通信」のバックナンバーや研究情報等）は、一ヶ月で１，０００件を

超えるまでになりました。

（３）各大学ホームページ

各大学では、研究成果をシーズ集としてホームページで公開しています。検索する場合

の利便性を考え、それぞれが工夫を凝らしています。教員ごとの検索や研究分野ごとの検

索、キーワード検索等が可能な大学もあります。ここで関心のある研究成果があれば、各

大学の産学連携部門に連絡してください。

４．おわりに

産学連携に関することで、どこに聞いてよいかわからない場合は、まず北大産学連携本部

にご相談ください。北大で担当できない案件については、他大学や公設試験研究機関、中小

企業支援機関等を紹介いたします。

北海道大学 産学連携本部
〒００１－００２１
札幌市北区北２１条西１１丁目 北キャンパス総合研究棟３号館２階
TEL ０１１―７０６－９５６１ FAX ０１１－７０６－９５５０
E-mail jigyo@mcip.hokudai.ac.jp
URL http : //www.mcip.hokudai.ac.jp/

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９４／本文　※柱に注意！／０１３～０１８　経営のアドバイス（末富）  2012.08.20 18.20.20  Page 18 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．５ ３．８ ９４．１ ９．３ ９６．５ ４．１ ９５．３ ９．４ ９２．０ １．３ ９３．０ ３．９
２３年度 ９４．４ １．０ ９３．２ △１．０ ９９．５ ３．１ ９３．４ △２．０ ９３．１ １．２ １０１．９ ９．６

２３年４～６月 ９２．１ △１．５ ８８．９ △５．８ ９７．１ △０．４ ８８．１ △８．３ ８５．０ △４．１ １０１．１ ４．６
７～９月 ９４．９ １．２ ９３．７ △０．９ １００．６ ４．７ ９４．３ △１．６ ８７．３ △３．０ １０２．９ ６．０
１０～１２月 ９３．６ １．２ ９４．１ △１．６ ９９．１ ３．５ ９４．６ △２．２ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８

２４年１～３月 ９６．６ ３．２ ９５．３ ４．８ １００．５ ５．０ ９５．４ ４．１ ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６
４～６月 p９４．２ ２．４ p９３．２ ５．１ p９７．９ ０．９ p９５．１ ７．９ p９０．３ ６．３ p１０７．３ ６．１

２３年 ６月 ９３．９ △０．１ ９２．８ △０．６ ９９．６ ０．９ ９３．８ △１．７ ８５．０ △４．１ １０１．１ ４．６
７月 ９５．８ ２．０ ９３．８ △１．７ １０３．０ ６．９ ９４．４ △２．６ ８５．５ △４．８ １０１．１ ４．４
８月 ９５．２ ３．２ ９４．６ １．６ １００．４ ５．４ ９４．７ ０．６ ８７．４ △２．４ １０２．８ ６．３
９月 ９３．６ △１．２ ９２．８ △２．４ ９８．３ １．７ ９３．９ △２．６ ８７．３ △３．０ １０２．９ ６．０
１０月 ９４．５ ４．８ ９４．５ ０．９ １００．０ ６．３ ９４．８ ０．０ ８５．８ △４．５ １０３．８ ７．５
１１月 ９２．０ △１．８ ９２．９ △２．９ ９８．０ １．３ ９３．０ △４．１ ８６．０ △３．３ １０３．３ ８．６
１２月 ９４．３ ０．７ ９５．０ △３．０ ９９．４ ２．７ ９６．１ △２．４ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８

２４年 １月 ９６．８ ３．２ ９５．９ △１．６ １０１．１ ６．３ ９５．０ △１．５ ９０．３ ３．０ １０３．６ ２．５
２月 ９６．３ ３．６ ９４．４ １．５ ９９．７ ５．８ ９５．３ １．５ ８９．１ １．１ １０３．１ １．０
３月 ９６．６ ２．７ ９５．６ １４．２ １００．８ ３．０ ９５．８ １１．９ ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６
４月 ９５．８ １．４ ９５．４ １２．９ ９９．７ ０．９ ９６．４ １６．０ ９１．５ １．３ １０９．６ １０．８
５月 r ９３．３ ７．４ r ９２．２ ６．０ ９５．７ ４．２ r ９５．１ １１．７ ９２．７ ４．９ r１０８．８ ４．７
６月 p９３．４ △１．３ p９２．１ △２．０ p９８．４ △２．０ p９３．７ △１．６ p９０．３ ６．３ p１０７．３ ６．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ １９５，７８５△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ １２８，５１８ △１．４
２３年度 ９４８，５４４△１．０ １９７，００８△０．９ ２１４，０７１ △２．５ ６７，２３１ ０．０ ７３４，４７３ △０．６ １２９，７７７ △１．３

２３年４～６月 ２３０，６５６△２．２ ４７，４５２ △１．６ ４９，７８０ △３．６ １５，７２５ △１．５ １８０，８７６ △１．７ ３１，７２７ △１．７
７～９月 ２３０，６２２△１．６ ４８，１４５△１．７ ５１，１２３ △４．２ １５，８５８ △１．６ １７９，４９９ △０．８ ３２，２８７ △１．７
１０～１２月 ２５７，８５９△０．３ ５３，３３７ △１．３ ６０，６３２ △１．８ １９，２８７ △０．６ １９７，２２８ ０．２ ３４，０４９ △１．７

２４年１～３月 ２２９，４０６△０．３ ４８，０７４ １．３ ５２，５３６ △０．５ １６，３６１ ３．９ １７６，８７０ △０．２ ３１，７１４ △０．１
４～６月 p２３０，４０１△０．５ p ４７，１００△１．３ p ４８，８７１ △１．８ p １５，５２８ △０．２ p１８１，５３０ △０．１ p ３１，５７３ △１．９

２３年 ６月 ７６，１３０△２．７ １６，０３３△０．５ １６，４２２ △４．６ ５，３４７ ０．１ ５９，７０８ △２．２ １０，６８６ △０．８
７月 ８２，３４６ ０．９ １７，８４３ ０．８ １９，４７１ △３．８ ６，４９７ △０．４ ６２，８７６ ２．４ １１，３４５ １．５
８月 ７７，１８５△１．９ １５，５７４ △２．６ １５，５８１ △４．３ ４，６２９ △２．１ ６１，６０５ △１．３ １０，９４５ △２．９
９月 ７１，０９１△３．９ １４，７２８ △３．６ １６，０７２ △４．７ ４，７３２ △２．８ ５５，０１９ △３．７ ９，９９６ △４．０
１０月 ７７，４０７ △０．８ １６，０５７ △１．４ １７，６７０ △２．８ ５，５１２ △０．８ ５９，７３７ △０．２ １０，５４５ △１．７
１１月 ７７，５１７ ０．８ １６，３７０ △２．５ １７，９４９ △０．５ ５，８９１ △２．２ ５９，５６８ １．２ １０，４７９ △２．７
１２月 １０２，９３６△０．７ ２０，９１０ △０．３ ２５，０１２ △２．０ ７，８８４ ０．７ ７７，９２３ △０．３ １３，０２６ △０．９

２４年 １月 ７８，９２７△０．４ １７，３８３△１．２ １８，８３０ △１．２ ５，９７４ △１．２ ６０，０９７ △０．２ １１，４０８ △１．２
２月 ７０，６２５△０．１ １４，６５９ ０．２ １５，１６９ △４．８ ４，６９１ △０．５ ５５，４５６ １．３ ９，９６９ ０．６
３月 ７９，８５４△０．２ １６，０３２ ５．１ １８，５３７ ４．０ ５，６９６ １４．２ ６１，３１７ △１．４ １０，３３７ ０．５
４月 ７７，６６１△０．４ １５，６６４ △０．６ １６，５０９ △２．１ ５，１８４ １．５ ６１，１５１ ０．１ １０，４８０ △１．６
５月 r ７７，０９６△０．１ r １５，７５３ △０．８ １６，２１８ △１．６ ５，１２６ △０．９ r ６０，８７９ ０．３ r １０，６２８ △０．７
６月 p ７５，６４４△０．９ p １５，６８３△２．６ p １６，１４４ △１．７ p ５，２１８ △１．２ p ５９，５００ △０．７ p １０，４６５ △３．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年９月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９４／本文　※柱に注意！／０１９～０２１　主要経済指標  2012.08.20 18.21.28  Page 19 



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ３．４ ８９，７５８ ４．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４

２３年４～６月 １１４，０８１ ３．６ ２１，２４２ ４．９ １００．６ ０．４ ９９．８ △０．４ ８１．７０ ９，８１６
７～９月 １２８，７８０ ２．１ ２３，７７６ ３．７ １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ ７７．８４ ８，７００
１０～１２月 １２１，３９１ ６．２ ２２，７０８ ８．１ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．３ ７７．３９ ８，４５５

２４年１～３月 １１３，１７４ １．９ ２２，０３３ ２．０ １００．６ ０．５ ９９．９ ０．３ ７９．２８ １０，０８４
４～６月 １２０，９６９ １．６ ２３，３３６ １．６ １００．６ ０．０ １００．０ ０．２ ８０．１７ ９，００７

２３年 ６月 ４０，０６４ ４．８ ７，４１９ ８．３ １００．５ ０．５ ９９．７ △０．４ ８０．５１ ９，８１６
７月 ４４，１３６ ８．０ ８，２０４ ８．９ １００．３ １．０ ９９．７ ０．２ ７９．４７ ９，８３３
８月 ４４，５９２ ５．４ ８，０９９ ６．６ １００．２ ０．８ ９９．９ ０．２ ７７．２２ ８，９５６
９月 ４０，０５２ △６．８ ７，４７２ △４．１ １００．０ ０．２ ９９．９ ０．０ ７６．８４ ８，７００
１０月 ４０，４０４ ９．２ ７，５８７ １３．５ １００．０ ０．０ １００．０ △０．２ ７６．７７ ８，９８８
１１月 ３８，７５５ ６．０ ７，３１４ ７．３ ９９．７ △０．２ ９９．４ △０．５ ７７．５４ ８，４３５
１２月 ４２，２３２ ３．７ ７，８０６ ４．０ １００．１ ０．１ ９９．４ △０．２ ７７．８５ ８，４５５

２４年 １月 ３７，７３２ １．０ ７，２３５ １．６ １００．２ ０．３ ９９．６ ０．１ ７６．９７ ８，８０３
２月 ３６，５３２ ５．２ ７，０８２ ４．４ １００．４ ０．４ ９９．８ ０．３ ７８．４５ ９，７２３
３月 ３８，９１０ △０．１ ７，７１５ ０．３ １０１．３ ０．９ １００．３ ０．５ ８２．４３ １０，０８４
４月 ３８，５５２ ４．６ ７，５９８ ６．２ １０１．１ ０．６ １００．４ ０．４ ８１．４９ ９，５２１
５月 ４０，８９９ １．４ ７，９２０ １．７ １００．６ △０．１ １００．１ ０．２ ７９．７０ ８，５４３
６月 ４１，５１８ △０．８ ７，８１８ △２．７ １００．２ △０．４ ９９．６ △０．２ ７９．３２ ９，００７

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９

２３年４～６月 ３０，０７６ △３１．２ ８，１９９ △３８．７ １２，９６１ △２９．１ ８，９１６ △２６．３ ６４８，６８２ △３３．６
７～９月 ４０，９０４ △１１．８ １２，４８５ △１５．０ １７，２８８ △１０．５ １１，１３１ △９．８ ９７８，１６１ △１１．０
１０～１２月 ３３，２４１ ２５．０ １０，６０７ ２９．４ １２，２７２ １９．４ １０，３６２ ２７．５ ９３４，２５９ ２４．６

２４年１～３月 ５３，６３７ ４８．８ １６，５１５ ５９．９ ２１，１９４ ４５．３ １５，９２８ ４３．２ １，４４８，８８６ ５０．３
４～６月 ４６，８７１ ５５．８ １２，３９１ ５１．１ １８，３２９ ４１．４ １６，１５１ ８１．１ １，０７６，８７８ ６６．０

２３年 ６月 １４，３９６ △９．７ ３，９２２ △２２．４ ６，６１５ △０．６ ３，８５９ △８．９ ２９４，６９３ △２１．９
７月 １４，３７７ △１９．１ ４，０７１ △２４．５ ６，５７９ △１９．４ ３，７２７ △１１．５ ３１２，８３５ △２５．６
８月 １１，４２１ △１６．５ ３，４４６ △１７．４ ４，８１６ △１８．０ ３，１５９ △１３．０ ２７３，２７７ △２６．０
９月 １５，１０６ １．３ ４，９６８ △３．２ ５，８９３ １１．６ ４，２４５ △５．７ ３９２，０４９ △２．１
１０月 １２，２２２ ２８．８ ３，７５７ ３５．６ ４，７４３ ３２．１ ３，７２２ １８．９ ３２０，７７８ ２７．５
１１月 １１，８１７ ２３．９ ３，７０４ ２１．４ ４，３５３ １３．３ ３，７６０ ４２．２ ３２３，６５９ ２５．１
１２月 ９，２０２ ２１．５ ３，１４６ ３２．３ ３，１７６ １１．７ ２，８８０ ２２．６ ２８９，８２２ ２０．９

２４年 １月 １１，９６１ ３９．５ ３，４９６ ４９．８ ４，６２９ ３２．７ ３，８３６ ３９．３ ３５８，６８５ ３８．４
２月 １４，６１１ ３０．６ ４，３８７ ３８．２ ５，６４６ ３０．８ ４，５７８ ２３．８ ４４９，２８５ ３１．７
３月 ２７，０６５ ６６．３ ８，６３２ ７９．１ １０，９１９ ６０．９ ７，５１４ ６０．９ ６４０，９１６ ７６．３
４月 １４，４６１ ９０．７ ３，６７５ ８３．２ ５，９８７ ８２．４ ４，７９９ １０９．２ ３０６，２６１ ９９．５
５月 １３，９９１ ７２．８ ３，７３１ ６４．３ ５，０８２ ６５．９ ５，１７８ ８７．４ ３３７，９７６ ６８．６
６月 １８，４１９ ２７．９ ４，９８５ ２７．１ ７，２６０ ９．８ ６，１７４ ６０．０ ４３２，６４１ ４６．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年９月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９４／本文　※柱に注意！／０１９～０２１　主要経済指標  2012.08.20 18.21.28  Page 20 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２

２３年４～６月 ８，７３３ １０．０ ２，０３２ ４．１ ２６６，５０６ △３．７ ２８，１３６ △９．３ ２１，８５２ ９．８
７～９月 ８，７３４ ５．６ ２，２９６ ７．９ ２３７，０９８ △５．０ ３１，１４２ △３．４ ２３，１２２ ５．８
１０～１２月 ８，９５３ １４．８ ２，０９０ △４．５ １１７，６３２ △９．４ ２６，２８３ ３．６ ２０，４５８ ６．７

２４年１～３月 ５，１５３ △１２．８ １，９９５ ３．７ １２８，３４７ △２１．３ ２６，６８８ １０．３ ２４，３１０ ３．３
４～６月 ９，２７７ ６．２ ２，１５９ ６．２ ２９２，０２１ ９．６ ３２，５０８ １５．５ ２１，４６９ △１．７

２３年 ６月 ３，３０９ １１．０ ７２７ ５．８ ７５，０３２ △４．６ ９，９８４ △３．４ ８，９０５ １７．９
７月 ３，２５３ １５．２ ８３４ ２１．２ ８８，４６３ △１６．７ ９，５９７ △１５．９ ６，５８９ ４．０
８月 ３，０９２ ５．１ ８２０ １４．０ ７４，６１６ １．１ ９，５３６ ３．５ ６，８１５ ２．１
９月 ２，３８９ △４．７ ６４２ △１０．８ ７４，０１９ ６．４ １２，００９ ３．３ ９，７１８ ９．８
１０月 ３，２７９ １７．７ ６７３ △５．８ ５５，２８７ △０．４ １０，７０２ ３．２ ６，１５８ １．５
１１月 ３，４６５ ３２．６ ７２６ △０．３ ４１，２４７ ４．７ ８，４４７ ６．８ ６，６０７ １２．５
１２月 ２，２０９ △８．０ ６９１ △７．３ ２１，０９８ △３９．７ ７，１３４ ０．６ ７，６９３ ６．３

２４年 １月 １，３３０ △３１．８ ６６０ △１．１ １０，６９４ △４０．４ ５，６６１ ８．５ ５，９１５ ５．７
２月 ２，０８４ １６．０ ６６９ ７．５ １３，４３１ △２０．６ ７，０４９ １６．８ ７，１２７ ８．９
３月 １，７３９ △１９．５ ６６６ ５．０ １０４，２２２ △１８．７ １３，９７８ ８．０ １１，２６９ △１．１
４月 ３，３００ ２３．３ ７３６ １０．３ １１９，０９７ ０．８ １２，４３１ ５．４ ７，０２８ ６．６
５月 ２，７２０ △１．０ ６９６ ９．３ ８２，３８０ １２．４ ８，６８６ ３６．７ ６，４２０ １．０
６月 ３，２５７ △１．６ ７２６ △０．２ ９０，５４４ ２０．７ １１，３９０ １４．１ ８，０２２ △９．９

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７３ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７２２ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７

２３年４～６月 ２，１５３ △１９．９ ０．３９ ０．５１ ５．９ ４．８ １２３ ８．８ ３，３１２ △０．３
７～９月 ３，４８６ △３．３ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．５ １０４ △６．３ ３，１０８ △３．８
１０～１２月 ２，６４３ ０．７ ０．４９ ０．６７ ４．４ ４．３ １０２ △４．７ ３，１０３ △５．９

２４年１～３月 ２，４４１ ８．４ ０．５３ ０．７３ ５．５ ４．５ １３５ ８．０ ３，１８４ △０．８
４～６月 ２，６７４ ２４．２ ０．５０ ０．６６ ５．７ ４．６ １２４ ０．８ ３，１２７ △５．６

２３年 ６月 ８４７ △１６．２ ０．４０ ０．５１ ５．９ ４．７ ３４ ３．０ １，１６５ １．４
７月 １，０６６ △６．３ ０．４２ ０．５４ ↑ ４．７ ３４ △１２．８ １，０８１ １．４
８月 １，２９０ △２．０ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．５ ４２ ２３．５ １，０２６ △３．５
９月 １，１３０ △１．９ ０．４９ ０．６３ ↓ ４．２ ２８ △２６．３ １，００１ △９．１
１０月 １，０１０ ０．５ ０．４９ ０．６５ ↑ ４．４ ３１ ３．３ ９７６ △１４．０
１１月 ７９２ △２．０ ０．５０ ０．６７ ４．４ ４．３ ３８ ２．７ １，０９５ ３．２
１２月 ８４０ ３．５ ０．４９ ０．６９ ↓ ４．２ ３３ △１７．５ １，０３２ △６．３

２４年 １月 ７６２ △２．４ ０．５１ ０．７２ ↑ ４．５ ３３ △１５．４ ９８５ △５．３
２月 ７８７ △２．９ ０．５４ ０．７４ ５．５ ４．４ ５０ ２２．０ １，０３８ ５．１
３月 ８９２ ３５．１ ０．５４ ０．７３ ↓ ４．７ ５２ １５．５ １，１６１ △１．８
４月 ７４９ ３３．４ ０．４９ ０．６６ ↑ ４．８ ４１ △２１．２ １，００４ △６．６
５月 ９１４ ２２．８ ０．５０ ０．６５ ５．７ ４．５ ４１ １０．８ １，１４８ ７．１
６月 １，０１１ １９．４ ０．５１ ０．６６ ↓ ４．４ ４２ ２３．５ ９７５ △１６．３

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年９月号
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●道内経済の動き 

●道内景気の現状と先行きについて 

●産学連携の留意点と新事業創出のヒントの探し方 
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